
２００４年３月アルゼンチンの経済情勢 

２００４年４月作成 

在アルゼンチン大使館 

 

１．概況 

 ＩＭＦプログラムの第２次レビューを巡る、亜政府とＩＭＦとの交渉は、９日の３１億

ドルの債務返済期限を前にぎりぎりで合意に達し、再び懸念されていた国際金融機関への

デフォルトは回避された。ＩＭＦとの話し合いにおいて、亜政府は対民間債務の再編に関

し、債権者グループに対話を呼びかけるなど、前向きな取り組みを約束した。一方、キル

チネル大統領は、ルーラ伯大統領と会談し、国際金融機関の融資プログラムに更なる柔軟

性を求めるなど、国際金融機関に対する亜伯両国の共通姿勢を宣言した。 

天然ガスの供給不足及びそれに伴う電力不足の問題が顕在化した。伯からの緊急電力輸

入などによって、当面の危機は回避されたものの、今後の経済活動や国民生活への影響が

懸念される。 

 

２．経済の主な動き 

（１）ＩＭＦとの関係 

 ＩＭＦに対して３１億ドルの債務返済期限を迎えた９日、返済の条件として昨年９月に

合意されたプログラムの第２次レビューの承認を求めていた亜政府とＩＭＦとの話し合い

はぎりぎりで合意に達し、亜政府は右債務を期日通りに返済した。第２次レビュー承認を

巡る交渉の焦点は対民間債務の再編問題であり、合意されたインテンション・レターにお

いて、亜政府は、①債務再編にあたる取りまとめ銀行の任命、②ＧＣＡＢを含む、全ての

債権者グループとの建設的な話し合い、③持続的で、債権者の幅広い支持を得られるよう

なオファーを策定すること等を約束した。２２日に開かれたＩＭＦ理事会は、全会一致で

第２次レビューを承認したとされる。 

（２）対民間債務の再編交渉 

 ＩＭＦとの話し合いを受けて、亜政府は、ＧＣＡＢを含む２１の債権者グループに対し、

３月２４日から４月１６日までに、亜を訪問して話し合いを行うよう呼びかける書簡を送

った。右呼びかけを受けて、２５日、亜国内の３つの債権者グループが亜政府との話し合

いを行った。 

１７日、債務再編にあたる取りまとめ銀行として、バークレイ、ＵＢＳ、メリルリンチ、

ナシオン、ガリシア、ＢＢＶＡの計６行を正式に任命する大統領令が公布された。 

（３）伯との共同歩調 

 １６日、リオデジャネイロにおいて、キルチネル大統領はルーラ伯大統領と会談し、「コ

パカバーナ議事録」及び「均衡のとれた経済成長のための協力に関する共同宣言」に署名

した。「コパカバーナ議事録」においては、幅広い分野における両国の協力が謳われた一方、



「均衡のとれた経済成長のための協力に関する共同宣言」では、国際金融機関の融資プロ

グラムに更なる柔軟性を持たせるよう求めるなど両国の共通姿勢が宣言された。当初、会

談のメインテーマであるとされた債務問題に関する具体的な言及はほとんどなかったもの

の、亜側関係者は、今回の合意を「歴史的」であると評価した。 

会談に先だって、２日、ルーラ伯大統領はブッシュ米大統領及びアスナール西首相とそ

れぞれ個別に電話会談した際、ＩＭＦにおいて亜を支持するよう要請した。 

（４）天然ガス・電力の不足 

 主に景気回復による需要拡大から、天然ガスの供給不足及びそれに伴う電力不足の問題

が顕在化した。供給不足の背景には、公共料金が凍結されていることから、新規投資が十

分に行われていないことがある。２５日、エネルギー庁は、国内需要が賄えるまでの間、

天然ガスの輸出を制限することを決定し、主要な輸出相手国であるチリとの間で摩擦を引

き起こした。一方、ウルグアイへの電力輸出も中止され、同様な摩擦を引き起こしている。 

２９日、電力卸市場管理会社（ＣＡＭＭＥＳＡ）は、配電会社に対し、電力供給を約５％

カットし、２２０ボルトから２０９ボルトに下げるよう命じ、実施に移された。翌３０日、

伯とのエネルギー緊急相互供給協定による電力輸入が開始され、減圧された電圧は通常の

２２０ボルトに回復された。 

亜政府は、ボリビアからの天然ガス輸入、ベネズエラからの軽油等の燃料輸入によって

事態の収拾を図ろうとしている。気温の低下による電力需要の減少もあり、当面の危機は

脱したものの、これから冬季にかけて天然ガスの需要が拡大することから、再び問題化す

ると指摘する見方が多い。 

（５）２００３年ＧＤＰの発表 

 １７日、ＩＮＤＥＣより、２００３年のＧＤＰ暫定値が発表された。実質ＧＤＰ成長率

は＋8.7％で、昨年の－10.9％から大幅な回復となった。特に、投資が対前年比＋38.1％と

大幅に回復した他、民間消費も同＋8.1％となった。業種別では、対前年比＋34.3％の建設

業、同＋15.8％の製造業で回復が見られた一方、金融仲介業は同－15.7％と落ち込んでい

る。 

 

３．経済指標の動向 

（１）金融 

 金利や株価指数など金融関連指数は、引き続き安定的に推移している。為替市場では、

９日のＩＭＦへの債務返済を不安定要因として、一時的に若干ドルが上昇したものの、季

節的要因から輸出業者によるドル売りが増えてきており、ドルは下落傾向にある。 

（２）税収 

 ３月の税収は対前年同月比で 37.1％増の 6,613 百万ペソとなった。引き続き、税収の増

加は、対前年同月比で 53.6％増となった付加価値税の増収によるところが大きい。今年第

１四半期の税収は、対前年同期比で 33.5％増となった。 



（３）産業動向 

（イ）小売（２月） 

 スーパーマーケット売上高は対前年同月比 10.0％の増加、ショッピングセンター売上高

は同 39.2％の増加となった。いずれも、販売数量の増加が続いており、消費の回復傾向が

見られる。 

（ロ）建設活動指数（２月） 

 建設活動指数は、対前月比で 3.1％の増加、対前年同月比では 33.9％の増加となり、回

復傾向が続いている。 

（ハ）工業生産指数（２月） 

 工業生産指数（ＥＭＩ）は、対前月比で 0.9％の増加、対前年同月比では 13.3％の増加

となった。分野別では、自動車、セメント、乳製品などが好調である。 

（４）物価 

 消費者物価指数は対前月比で 0.6％の上昇となった。１月には下落した卸売物価指数、

輸入卸売物価指数は、それぞれ 0.6％、0.3％と２ヶ月続けて上昇した。 

（５）雇用（２月） 

 労働省の発表によるブエノスアイレス圏、コルドバ圏、ロサリオ圏の雇用状況をみると、

雇用水準は三大圏全てで伸びており、引き続き改善傾向にある。 

（６）貿易収支（２月） 

 ２月の貿易収支は、1037 百万ドルの黒字であった。輸入が 1349 百万ドルと対前年同月

比で 74％の増加であったのに対し、輸出は 2386 百万ドルで対前年同月比 12％の増加にと

どまった。 


















